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＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

1,053,017

ほか復興庁一括計上分＜0＞

△42

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0

900,989

27年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

△121

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

967,320

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

944,807

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

1,052,516

当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

28年度

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票1）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

31年度概算要求額

921,368

△ 49

30年度

政策名

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

901,449

予
算
の
状
況

執行額（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

国際協力の推進

政策目標の達成度合い 目標達成

0

1,053,059

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

29年度

944,856

ほか復興庁一括計上分 0ほか復興庁一括計上分 0

評価方式 実績 番号 42

928,958

929,079

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

予算額

小計

の内数

政策評価調書（個別票2）

国際協力の推進に必要な経費

政策名 国際協力の推進 42

整理番号

予　算　科　目

項

国際交流・協力推進費

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

30年度
当初予算額

900,989

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

小計

900,989

の内数 の内数

の内数

900,989

の内数

31年度
概算要求額

1,052,516

1,052,516

の内数

の内数

の内数

の内数

の内数

1,052,516
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 42
（千円）

49,678 △ 49,678 △ 49,678

政策評価調書（個別票３）

政策名 国際協力の推進

事務事業名 概要 整理番号

予算額

政策評価結果の反映
による見直し額(削

減額)

達成しようとする目標及び実績

30年度
当初予算額

31年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果のポイント

概算要求への反映状況

グローバル人材の
育成に向けたESD
の推進

教育委員会及び大学が中心とな
り、ユネスコ協会及び企業等の
協力を得つつ、ＥＳＤの推進拠
点であるユネスコスクールとと
もにコンソーシアムを形成し、
ＥＳＤの実践・普及及び国内外
におけるユネスコスクール間の
交流等を促進する。コンソーシ
アムに置かれるＥＳＤコーディ
ネーターにより、教育委員会、
大学、ユネスコ協会及び企業等
のコンソーシアムメンバーの活
動・連携の促進、学校、社会教
育施設等の域内でのＥＳＤに関
する連携強化及び国内外におけ
る交流の円滑化を図る。

● 1 49,678 △ 49,678 △ 49,678

【目標】平成30年度までにESDコンソーシアム形成メンバー(パートナー)数
　　　　を800団体とする。
【実績】平成29年度は930団体となった。（達成度133％）

ESDコンソーシアム形成メンバー数の目標は達成。

政策評価結果を踏まえ、本事業については所要の成果を得られたと考えられ
ることから、平成30年度をもって終了し、今後は、成果の把握方法の工夫・
改善に向けた検討を行うとともに、より発展的な後継事業に再構築し実施す
ることとした。

合計


